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スポーツ庁 スポーツ審議会スポーツ基本計画部会におけるヒアリング資料 

 

一般社団法人日本体育・スポーツ・健康学会 

会 長 深代 千之 日本女子体育大学 学長 

同 政策検討・諮問委員会 

委 員 水上 博司 日本大学 教授 

 

１．団体において取り組まれているスポーツ振興に向けた取組状況・成果              

２．現状団体において抱えられている課題                            

 

１）スポーツ振興基本計画特別委員会〔2008.11〜2011.3〕 

① 「スポーツ振興のあり方について（提言 2010）」〔2011 年 3 月〕 

第Ⅱ部 

１． 体育学研究のアカウンタビリティ：主体的な政策提言 

(1) 政策に対する体育・スポーツ界のスタンス 

(2) 政策の科学化 

(3) 社会的存在としての日本体育学会の公益性：政策科学としての体育学へ 

２． 体育学研究組織のアイデンティティ 

(1) 社会的有用性から見た自己点検・評価の機会 

(2) 体育学研究の統合的発展にかかわる理念の定立 

1）「スポーツの価値を問う」ことを共通課題に 

2）人文社会科学系と自然科学系の調和的発展：分離融合型研究分野へ 

  ３．体育・スポーツ専門職制度の確立 

  ４．政策提言に向けた日本体育学会の組織改革 

 (1)委員会の目的と検討範囲 

 (2)政策提言にかかわる新組織設置（仮称「政策提言検討委員会」）の必要性 

 (3)委員会の組織的位置づけと委員の構成 

 (4)学会とスポーツ諸団体との連携 

② 学会改革をテーマとした本部企画シンポジウムの一覧〔2011 年 3 月〕 

  

第60回 スポーツ振興のビジョンとプラン：スポーツ振興基本計画に対する体育学会からの提言

2010 　坂元譲次（文部科学省）

　伊藤静夫（日本体育協会）

　内海和雄（一橋大学）

　真山達志（同志社大学）

第61回 体育・スポーツの社会貢献への可能性を問う

2011 　鈴木寛（文部科学大臣）

　勝田隆（仙台大学）

　福林徹（早稲田大学）

　松田恵示（東京学芸大学）

第61回 学会大会を考える：Next 10 yearsに向けて

2011 　小林寛道（日本体育学会前会長）

　山口泰雄（神戸大学）

　神林勲（北海道教育大学）

　來田亨子（中京大学）

第62回 日本体育学会の中・長期戦略：政策提言に向けた学会の構造改革

2012 　佐藤学（東京大学・日本学術会議会員）

　森川貞夫（日本体育大学）

　山西哲郎（立正大学：日本体育学会会長）

第67回 体育学研究とエビデンス：エビデンス再考

2016 　田畑泉（立命館大学）

　岩崎久美子（放送大学）

　澤田亨（国立研究開発法人　医薬基盤・健康・栄養研究所）

　福永哲夫（鹿屋体育大学）

　日比謙一郎（スポーツ庁政策課）

第68回 日本体育学会の歩みからみたこれからの論点と課題

2017 　寒川恒夫（早稲田大学）

　高橋信吾（常葉大学）

　福典之（順天堂大学）

　田中暢子（桐蔭横浜大学）

　鈴木宏哉（順天堂大学）

第69回 学会の改革戦略を探る：学会の社会的使命・将来像・名称

2018 　深代千之（東京大学）

　來田亨子（中京大学）

　中川昭（筑波大学）
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２）学会の名称および定款の変更 
 
定款（第１条名称）                       （2019 年 6 月 8 日：定時社員総会承認） 

現行 改正 

（名称）第 1条 この法人は、一般社団法人

日本体育学会と称し、英文名を Japan 

Society of Physical Education, Health and 

Sport Sciences とする。 

（名称）第 1条 この法人は、一般社団法人日本体育・

スポーツ・健康学会と称し、英文名を Japan Society 

of Physical Education, Health and Sport Sciences 

とする。 

 

定款（第 3条目的） 

現行 改正 

第 3 条 この法人は、体育学に関する学理及

びその応用についての研究発表、知識の交換、

会員相互及び内外の関連学会との連携協力等

を行うことにより、体育学の進歩普及を図り、

もって我が国の学術の発展に寄与することを

目的とする。 

第 3 条 この法人は、体育・スポーツ・健康に関する学

理及びその応用についての研究発表及び専門領域間の

連携協力による研究成果の統合化を行うことにより、体

育学／スポーツ・健康科学の進歩普及を図るとともに、

体育・スポーツ・健康に関わる諸活動を通じた個人の幸

福と公平かつ公正な共生社会の実現に寄与することを

目的とする。 
 

「科学と科学的知識の利用に関する世界宣言（ブタベスト宣言）」（世界科学者会議，1999）以降、国際的

な広がりをみせる学術のパラダイム転換は、「学術のための学術」から「社会のための学術」へのシフトと

表現される。とりわけ、学際的な応用科学である体育学／健康・スポーツ科学は、社会とのつながりをこ

れまで以上に意識する必要がある。また、新しい学術体系の中で設計科学として性格づけられるわれわれ

の学問領域は、設計の目的となる社会的使命を明示することなくして存立することはあり得ない。従って、

学会の目的においても、「社会のための学術」の立場を鮮明にし、価値（正しさ・望ましさ・善さ）問題を

定款の中に組み込み、学会として「社会のありたい姿やあるべき姿」を公示することが必要である。 

［定款（第 1 条名称、第 3 条目的）の改正について趣意書」一般社団法人日本体育学会 2017/2018 年度理事会］ 

 

 

３）組織・事業改革特別委員会の設置 

 

●専門領域間での
研究活動（研究者）
の連携を図る場と
して、重要な実践
的（社会的）課題の

解決に向け研究成
果の統合と社会へ
のアピールを図る
場として、学会大
会を機能させるこ
とをこれまで以上

に前面に出す。 
 
●学会が取り組む
べき重要な実践
（社会的）課題の
フィールドに対応

した部会（応用部
会）を設ける。 
 

  

体 育 哲 学

体 育 史

体 育 社 会 学

体 育 心 理 学

運 動 生 理 学

バ イ オ メ カ ニ ク ス

体 育 経 営 管 理

ス ポ ー ツ 人 類 学

保 健 体 育 科 教 育 学

体 育 方 法

発 育 発 達

測 定 評 価

アダプデッド・スポーツ科学

介 護 予 防 ・ 健 康 づ く り

体 育 ・ ス ポ ー ツ 政 策

専 門 領 域

「 健 康 福 祉 」 部 会

1 運動不足（不活動）に伴う心身機能の低下を如何に予防すべきか

2 認知機能の維持・改善に運動・スポーツは如何に貢献するか

3 健康増進につながる体力・運動の在り方とは

「 ス ポ ー ツ 文 化 」 部 会

1 グローバル課題の解決に向けてスポーツから何が提案できるか

2 人々の生活に根ざした多様なスポーツ文化をいかに醸成していくか

3 多様なスポーツ文化の保存・流通・促進をいかに刷新していくか

「 学校保健体育 」部会

1 保健体育授業を如何に良質なものにするか

2 ⼤学体育の授業をいかに良質なものにするか

3 体育・スポーツ健康科学は学校保健体育の進展にいかに貢献できるか？

「 競 技 ス ポ ー ツ 」 部 会

1 ハイパフォーマンススポーツ（トップレベルの競技スポーツ）におけるトレーニングを如何

に効果的に行うか

2 競技スポーツにおけるコーチ養成を如何に効果的に行うか

3 トップアスリート養成を如何に効果的に行うか

「 生 涯 ス ポ ー ツ 」 部 会

1 人生100年時代に向けていかに人々のスポーツ権を保障するか

2 共生社会の実現に向けた生涯スポーツ政策と協働システムをいかに構築するか

3 スポーツの産業化は生涯スポーツ・人・地域社会といかに関連するか

応 用 研 究 部 会
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４）政策検討・諮問委員会の設置 

 
（委員会の目的、任務、業務内容） 

第 3 条  
本委員会は、学術的立場から審議検討することが必要な体育・スポーツに関わる政策的・社会的課題について調査研
究を行うとともに、体育学研究の幅広い研究知見を体育・スポーツ政策及び実践現場に還元し、国民のスポーツ生活
の充実に反映させるための諸活動について検討する。 
 
2 本委員会は、わが国の体育・スポーツに関わる重要な政策的・社会的課題について、会長及び理事会から諮問を受
けて答申をする。また、本委員会が必要と認める体育・スポーツ政策に関わる以下に掲げる事項について検討し、理
事会に提言する。 
 

(1)体育・スポーツ政策等に関する要望、提言、報告 
(2)体育・スポーツに関連する政策基礎資料の編集・管理・提供 
(3)体育・スポーツ政策等に関わる研究集会の開催 
(4)体育・スポーツ政策等に関わる調査研究の企画・実施 
(5)体育・スポーツ政策等に関わる出版物の発行 
(6)その他、委員会の目的を達成するために必要な事項 

【
つ
く
る
】

【
つ
か
う
】

【
つ
た
え
る
】

③④研究プロジェクトの創設

学 会

⑪公募公式への対応 ⑫寄付金・助成金の受領 ⑨政府系データの受領
⑩データ一元化

行政や政策立案サイド
国・地方自治体・スポーツ統括組織

⑦組織間の協働化
⑧ソーシャル・

キャピタルの形成

②定例の情報交換会 想定される政策課題を検討

⑤政策課題のチェック
⑥
窓
口
一
本
化

㉗学会の成熟性とは

学
術
論
文

体
育
学
研
究
・IJSH

S

㉑会友制度の創設 ⑳ニュースサイトやSNSの活用
ジャーナリストらとの言説空間

⑱一般向けの解説（アブストラクト）
⑲一般向け記事や論稿等の業績評価
㉒Annual Report（EBSP年次レポート）

⑯研究成果の検索タグ
⑰学会員の検索タグ

社 会

JSPO JOC NF JISS JPC企業 行政 健康・スポーツ系公益法人
学会員の研究フィールドと研究成果

対社会的な責任と役割・政策エビデンス不十分の危機意識を共有

①不足エビデンスのリスト化
研究成果のレビュー

働きかけ・獲得

運動・スポーツ実践者

収
集

提
供

社会貢献から生まれる研究モチベーションと研究成果を評価

スタッフ配置

獲得

問いかけ
政策需要

理事会

検
討

運営参加
㉓出前（出張）講座

㉔㉕ webサイト
リノベーション

web技術者やジャーナリストの活用
わかりやすい言葉で社会へ伝える

フ
ィ
ー
ド
バ
ッ
ク

一般の人々が検索できるように

要望・声明・提言・勧告

スポーツ基本計画・学習指導要領・ポスト2020のスポーツ推進計画 等

レク協会 ﾆｭｰｹﾞｰﾑNPO

JSPO JOC NF JISS JPC企業 行政

健康・スポーツ系公益法人

健康・スポーツ行政
スポーツ庁・文部科学省

政策「検証」「立案」エビデンス（EBSP）の活用へ

⑮行政および各種団体が作成する指針等に活かす⑬⑭政策需要や知識・情報の誤りを指摘（情報の最適化）

㉖政策提言手続き検討
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３．第３期計画において期待すること                              

 

１）現状評価 

① 評価できる点： 

 

❶ 第 1 期計画の諸施策の達成状況等の検証・評価を行い、7つの政策目標の区分にとらわれず、『4つの政

策目標、19 の施策目標、139 の具体的施策（再掲 11）』とし、簡潔な施策の体系化を図ったこと。                            

 

❷ 数値を含む成果指標を第１期の計画と比較して『8→20』に大幅に増加させたこと。 

 

❸ スポーツ庁創設後の計画として、第 2期では関係省庁等の中核となって取り組むべき施策である「障 

害者スポーツの振興」や「スポーツの成長産業化」などの重点施策を盛り込んだこと。 

 

② 課題点： 

 

❹ 第 2期計画の諸施策の達成状況等の検証・評価を実施した結果を広く国民に知らしめる必要があるこ

と。                    

 

❺ 施策数の整理・優先順位：139 の具体的な施策は多く、全てを実行するのは困難ではないか。整理（ス

リム化）する必要があると考える。 

 

❻ 地域スポーツ行政でどこまで取組みがなされているのか、地域行政が中央行政の切り貼りになっていな

いか、検証の必要があると考える。 

     

❼ 「ダイバシティ」「多様性」の確保の視点に対応できているか。女性と障害者のキーワードだけでは不十

分である。多様性を認める・多様性に対応した視点が重要と考える。 

 

❽ 「成人のスポーツ実施率」の平成 28 年の結果は、今後は対象外とすべき。調査項目が異なるため、注釈

で説明がなされていれば別であるが記載がないため、指標として結果を引用するのは妥当ではないと考

える。                         

 

２）今後の期待・提案 

 

❾ 地域スポーツ行政の主体性の確保 

→本学会には全国 6､000人弱の会員がいる。既に地域のスポーツ行政に関わっている学会員は多数存在 

するが、今後一層、地域スポーツ行政の推進に貢献することは可能である。 

 

➓ 量的指標 → 質的指標 

→第 3期の成果指標には、第 2期の量的指標の他に質的指標を加えることも提案する。本学会「応用研 

究部会」の知見の活用を提案する。 

 

⓫ ポスト・オリンピックにおける重点施策の再検討とスポーツプロモーションビジョンの検討：特に「共 

生社会」実現に向けたスポーツ施策の大胆な展開 

→イベント中心から sport in life への実質的な施策展開  

・「共生社会」に果たすスポーツプロモーションの在り方に関する根本的な議論を期待する 



 5 

→予算比率の変更 

・高度競技スポーツへの予算配分比率を第 2期スポーツ基本計画で掲げた「Sport in Life」の具体的

な施策実現のため、後者に移行することを提案する。 

 

⓬ 日常的な sport in life のための環境整備構想とモデル施策の展開 

→健康政策との融合（cf.街づくり構想におけるスポーツタウンと健康タウンの融合） 

・例えば、「歩く」ことが「散歩」として楽しめるような街づくり構想を、他関連省庁との関連施策や

関連事業と融合させ、モデル施策として展開することを提案する。 

 

 

※補足資料：日本体育学会の会員数・専門領域・協力学会・委員会体制 

専門領域 協力学会 委員会体制

体育哲学 北海道体育学会 運営委員会

体育史 東北体育・スポーツ学会 庶務委員会

体育社会学 北関東体育学会 会計委員会

体育心理学 千葉県体育学会 「体育学研究」編集委員会

運動生理学 東京体育学会 「IJSHS」編集委員会

バイオメカニクス 神奈川体育学会 学会大会委員会

体育経営管理 長野体育学会 国際交流委員会

発育発達 山梨体育・スポーツ科学学会 企画委員会

測定評価 新潟県体育学会 広報委員会

体育方法 北陸スポーツ・体育学会 研究倫理委員会

保健 東海体育学会 政策検討・諮問委員会

体育科教育学 京都滋賀体育学会 学術連合連携委員会

スポーツ人類学 大阪体育学会 男女共同参画委員会

アダプデッド・スポーツ科学 奈良体育学会 若手研究者委員会　

介護予防・健康づくり 兵庫体育・スポーツ科学学会

体育・スポーツ政策 広島体育学会

岡山体育学会

山陰体育学会

山口県体育学会

四国体育・スポーツ学会

九州体育・スポーツ学会

 正会員：5,796名、賛助会員：5名、名誉会員：180名、顧問会員：1名、購読会員：66名


